　

１　遺言の方式について
　遺言の方式には公正証書遺言、自筆証書遺言、秘密証書遺言という３つの方式が定められています。

	公正証書遺言
	　公正証書遺言は、遺言者が公証人の面前で証人２人立ち会いのもと、遺言の内容を口授し、それに基づき、公証人が遺言者の真意を正確に文章にまとめ、公正証書遺言として作成するものです。
しかたがって、方式の不備で遺言が無効になるおそれは全くありません。公正証書遺言は、自筆証書遺言と比べて安全確実な遺言方法であるといえます。
　また、公正証書遺言は家庭裁判所で検認の手続を経る必要がないので、相続開始後、速やかに遺言の内容を実現することができます。
なお、遺言者が高齢で体力が弱り、あるいは病気等のため、公証役場に出向くことが困難な場合には、公証人が遺言者の自宅又は病院等へ出張して遺言書を作成することもできます（病気のために遺言者が署名できない場合でも、公証人が遺言者の署名を代書できることが法律で認められています）。


	自筆証書遺言
	　自筆証書遺言は、遺言者が紙に自ら遺言の内容の全文を書き、かつ日付、氏名を書いて、署名の下に押印することにより作成する遺言です（パソコンやタイプライターによるものは無効です）。しかし、法律的に見て不備がある場合は、無効になってしまうこともあります。
　また、自筆証書遺言は、その遺言書を発見した者が、必ず家庭裁判所にこれを持参し、相続人全員に呼出状を発送した上、その遺言書を検認するための検認手続を経なければなりません。


	秘密証書遺言
	秘密証書遺言は、遺言者が遺言の内容を記載した書面（自筆証書遺言と異なり、自書である必要はないのでワープロ等を用いても第三者が筆記したものでもよい）に署名押印をした上で、これを封じ、遺言書に押印した印章と同じ印章で封印した上、公証人及び証人２人の前にその封書を提出し、自己の遺言書である旨及びその筆者の氏名及び住所を申述し、公証人がその封紙上に日付及び遺言者の申述を記載した後、遺言者及び証人２人と共にその封紙に署名押印することにより作成されるものです。
　ただし、公証人はその遺言書の内容を確認することができませんので、遺言書の内容に法律的な不備があると無効となってしまう危険性がないとはいえません。
　また、秘密証書遺言は自筆証書遺言と同じようにこの遺言書を発見した者が、家庭裁判所に届け出て検認手続を受けなければなりません。




２　遺言の必要性
本事業利用者には、身寄り（推定相続人）がいない、または疎遠、連絡がつかないといった場合が多くみられます。また、本事業では本人から通帳等をお預かりしている方がほとんどであり、利用者死亡後にはその返還に苦慮しています。

そこで、利用者本人の判断能力が低下しないうちに、死亡後の財産の行き先について本人自身で考えてもらうことが必要になってきます。そして、その考えを実行するためには、遺言という方式をとるのが最も適切な対応といえます。

特に、本事業利用者の場合は、家庭裁判所の検認の必要なく、かつ紛失の心配のない公正証書遺言の作成を勧めることが望ましいと考えます。
　次のような場合には公正証書遺言の作成を勧めていきましょう。

○夫婦の間に子どもがいない、または行方不明等の場合

○支援者が推定相続人でない場合

○内縁の夫・妻がいる場合

○推定相続人がまったくいない場合、または不明の場合

３　遺言の基礎知識
実際に、遺言を勧めるためには、次のような基礎的な知識があったほうがよいでしょう。

　①遺言の訂正や取り消し（撤回）

　　いつでも、自由に、訂正や撤回を何回でもできます。　
　②予備的遺言

　　相続人（や受遺者）が、遺言者の死亡以前に死亡した場合は、遺言の当該部分は失効してしまいます。そのような心配のあるときは、予備的遺言と言い、「もし、○○が遺言者の死亡以前に死亡したときは、その財産を、△△に相続させる」と決めておきます。

　③公正証書遺言の有無の確認

　　平成元年以降に作成された公正証書遺言であれば、全国的に公正証書遺言を作成した公証役場名、公証人名、遺言者名、作成年月日等を調べることができます。
　ただし、相続人等利害関係人のみが公証役場の公証人を通じて照会を依頼することができます。

　④公正証書遺言を作成するための資料

· 遺言者本人の印鑑登録証明書

· 遺言者と相続人との続柄がわかる戸籍謄本

· 財産を相続人以外の人に遺贈する場合にはその人の住民票
· 財産の中に不動産がある場合には、その登記簿謄本及び固定資産の評価証明書など

· 証人二人（証人予定者の名前、住所、生年月日及び職業のメモ）とその認印

※推定相続人、受遺者とぞれぞれの配偶者など一定範囲の利害関係人や未成年者は証人にはなれません。

⑤公正証書遺言作成手数料

　遺言の財産の価額に対応するかたちで、その手数料が定められています。

	財産の価額
	手数料

	１００万円まで
	５,０００円

	２００万円まで
	７,０００円

	５００万円まで
	１１,０００円

	１,０００万円まで
	１７,０００円

	３,０００万円まで
	２３,０００円

	５,０００万円まで
	２９,０００円

	１億円まで
	４３,０００円


　　　　※１億円を超える部分については、

　　　　　１億円を超え３億円まで　　５,０００万円毎に　１万３,０００円
　　　　　３億円を超え１０億円まで　５,０００万円毎に　１万１,０００円
　　　　１０億円を超える部分　　　　５,０００万円毎に　　　８,０００円
　　　　がそれぞれ加算されます。
なお、財産の相続又は遺贈を受ける人ごとにその財産の価額を算出し、これを上記基準表に当てはめて、その価額に対応する手数料額を求め、これらの手数料額を合算して当該遺言書全体の手数料を算出します。
また、遺言加算といって、全体の財産が１億円未満のときは算出された手数料額に、１万１,０００円が加算されます。
さらに、遺言書は、通常、原本、正本、謄本と３部作成し、原本を公証役場に残し、正本と謄本を遺言者が保管しますが、これら遺言書の作成に必要な用紙の枚数分（ただし、原本については４枚を超える分）について、１枚２５０円の費用がかかります。
⑥公証人の出張

　遺言者が病気又は高齢等のために体力が弱り公証役場に行けない場合、公証人が病院、自宅、施設等に出向いて公正証書を作成することができます。その場合には、上記⑤の手数料が５０％加算されるほか、公証人の日当と現地までの交通費がかかります。
⑦遺言執行者

遺言執行者とは、遺言者がした遺言書の内容を実行する人のことです。

・遺言執行者の指定
　遺言者は、遺言で１人又は数人の遺言執行者を指定することができます。
　　・遺言執行者の選任
　　　遺言執行者がないとき、またはなくなったときは、家庭裁判所は利害関係人の請　　　　　　　　　

求によって、遺言執行者を選任することができます。　
⑧公証役場
　・岡山公証人合同役場
　　岡山市北区内山下１丁目2-11　清寿会館ビル５階

　・岡山公証センター（旧名称　柳川公証役場）
　　岡山市北区野田屋町1丁目7-17　千代田生命ビル４階

　・倉敷公証役場

　　倉敷市白楽町249-5　倉敷商工会館４階

　・笠岡公証役場

　　笠岡市笠岡507-74　戸田ビル２階

　　　・津山公証役場

　　　　津山市上紺屋町１　モスト２１ビル２階

[日本公証人連合会HP（http://www.koshonin.gr.jp/）等参照]







































































































































































































































































































































































































































































































４　[参考]公正証書遺言の作成について
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